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作新学院は、明治18（1885年）の建学から129年の歴

史を有し、「作新民」という建学の精神を掲げています。

「作新民」とは、中国の古典『大学』にルーツを持ち、「新

しい民を作る」という意味です。自己を常に新しく成

長させていく人材を、さらに、変化する世の中をリード

していく人材を育てたいという本学の思いがそこに込

められています。その精神は、大学経営にも通じてい

ます。直近では地域社会の文化や経済を牽引するべく、

経営学部に来年度、「スポーツマネジメント学科」を新

設することになりました。

プロスポーツ「栃木モデル」を構築したい

栃木県内には今、サッカー、バスケット、アイスホッ

ケー、自転車という4分野のプロスポーツチームが存在

します。こうした豊富な地域資源を有しながら、経営

的には、限られたスポンサーを取り合う厳しい環境に

あります。そこで本学は、それら4チームと連携協力協

定を結びました。本学が連携のハブとなって、地域住

民の意識を確認し、県や国の協力も得ながら、地域にお

けるスポーツ文化浸透とプロスポーツ経営の両立を目

指した、「栃木モデル」の構築に力を注いでいく所存で

す。昨年7月には「スポーツマネジメントとオリンピッ

ク」というシンポジウムを開催し、地域におけるスポー

ツ文化の重要性を発信するとともに、2020年東京五輪

招致運動にも協力いたしました。今後の取組みの過程

で得られるものをスポーツマネジメント学科の教育や

研究にフィードバックし、プロスポーツ団体やスポー

ツ関係のメーカー、小売業等で活躍できる人材を育成

したいと考えています。

大学とはもともと「public」なものであり、公立、私立

を問わず、「地域」との関わりは不可欠なものです。地

域社会から望まれることを的確に反映した学びの場を

作ることが常に最優先されるべきと私は考えていま

す。大学内部からの発想による「サプライヤー志向」で

はなく、「ユーザー志向」を徹底すべきというのが本学

のスタンス。そうした考えのもと、スポーツマネジメ

ント分野以外にも様々な展開をしています。

例えば、人間文化学部においては小・中・高の教員免

許状が取得できますが、とりわけ特別支援学校教諭免

許状に関して教育委員会等からも大いに期待されてい

ます。「教職実践センター」をリニューアルし、よりい

っそう地域の要望に応えていくつもりです。

女子短期大学部は、地域の要請に応えるため定員を

増やしました。保育士や幼稚園教諭が不足しているた

め、幼児教育科の定員を100人から130人に増やしたの

です。短大の存在意義が問われている昨今、稀有なケ

ースであるとして各方面から注目を集めました。

充実の大学院が学部教育も引っ張る

大学院においては、まず心理学研究科を高く評価し

て頂いています。臨床心理士を養成する県内唯一の教

育機関として認知されており、他大学の卒業生も数多

く受け入れています。地域の心理相談ニーズに応える

ために、「作新こころの相談クリニック」も開設しまし

た。また、経営学研究科は一昨年秋、働きながら1年間

でMBAを取得できる「作新ビジネススクール」を開講。

小規模ではあるものの、北関東初の本格的ビジネスス

クールとして、地元企業の人達がビジネスを真剣に討

議し学ぶ場となっています。本学大学院は、ほぼ100

％の学生充足率を誇ります。学部教育を引っ張ってい

くような役割として、今後さらなる充実を図ってまい

ります。

以上のように、本学が地域社会に貢献する半面、地域

が学生の教育の場となることを本学は望んでいます。

講義を型通りに聴き、得た知識を型通りに答案にする

ような学習スタイルのみでは、社会で必要とされる力

はつかないでしょう。大学構内に閉じこもるのではな

く、街に出て社会とのコンタクトのなかで知識を役立

てようとする営みが学生を育てると思います。そうい

う学びを「アクティブラーニング」と呼ぶならば、それ

は間違いなく重要だと言えます。経営学部では数多く

のゼミが街に出て、商店街の空き店舗を利用した事業

を提案したり、グルメイベントに出典したりするプロ

ジェクトを展開しています。地域経済に貢献しつつ、

学生のキャリアマインドを育成するプロジェクト学習

としてまことにありがたい機会を地域から頂戴してい

ます。

このようなアクティブラーニングを行ったり、高度

な専門教育を進める前提として、基礎的な知識や学習

方法の習得は重要です。そのために本学は、1～2年次

にかけて全学部共通の「共通教育科目」を配置しまし

た。学び方は少人数ゼミを基本とし、分野はリテラシ

ー教育と教養教育に非常に幅広いコンテンツを盛り込

むようにして、学生が4年間で大きく成長できる流れを

整えようとしています。

東京でなく、地元で学んでもらうために

教員自ら学ぶこと。これが私から先生方にいつもお

願いしていることです。学生は常に「初めて学ぶ」わけ

ですから、学生に教える者がその「初心」を忘れてはい

けません。私は現在も「環境論」という授業を持ってい

ますが、東日本大震災の後、専門外の「地震」について学

び、講義を行うようになりました。その程度の努力は

誰しも必要ではないかと思います。実際、本学には率

先して新しいことを学んだり、自らの足で提携先を探

してくる先生が少なからずいて、大変頼もしく感じて

います。それが全学的な動きにまで拡大し、定着して

いくことがさらに必要であると考えています。

栃木県は、東京まで新幹線で1時間程度。そのため

東京の大学に通学する学生も多く、東京一極集中の影

響を大きく受けています。過疎も進み、地域のパワー

ダウンは深刻です。本学が地域の発展に寄与するため

にも、「地元にこんなに素晴らしい学習環境があった」

と、驚きをもって振り返ってもらえるようなインパクト

のある大学作りを引き続き行っていく所存です。�
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